
はじめに

全身性エリテマトーデス( )は妊娠 出産時期にある

女性に発症することが多く また再燃することも多い疾患

である。末熟児や子宮内胎児死亡 新生児ループスなど

児への悪影響が多いことも従来から報告されており

合併妊娠患者の管理については従来多くの検討が行

われてきた。また近年 抗リン脂質抗体の測定が汎用され

るようになるなど 検査および治療法の進歩によって妊娠

に伴う問題点はかなり克服されつつあるが 正常妊娠に比

べれば母子の予後は決して良いものではない 。特にルー

プス腎炎患者については 妊娠の是非そのものが問題とな

ることもしばしばである 。

が妊娠出産に及ぼす影響 妊娠 出産が に及

ぼす影響についての報告は多数みられるが 疾患の長

期予後に及ぼす影響についての検討は筆者が調べ得た限り

ではごくわずかしかない。そこで今回 出産がループス腎

炎の長期予後に対して影響を与えるか否かについて 非妊

娠 群を対照とし 統計学的な後ろ向き検討を行った。
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対 象

～ 年に東邦大学病院および関連施設にて臨床

的 と診断し 腎生検にて組織学的にループス腎炎と

診断された ～ 歳の女性 例のうち 妊娠を経験した

のは 例であった。そのうち人工流産 例 自然流産

例を除き分娩に至った 例をⅠ群(出産群) 妊娠を経験

していない 例をⅡ群(対照群)とした。経過観察開始時

のⅠ群の平均年齢は ± 歳 Ⅱ群の平均年齢は

± 歳で両群間に有意差は認めなかった。血清クレアチ

ニン値(以下 - )はⅠ群 ± / Ⅱ群 ±

/ 蛋白尿はⅠ群 ± /日 Ⅱ群 ±

/日で両群間に有意差はなかった。また ネフローゼ

症候群の有無 / 以上の高血圧の有無につい

て両群間に有意差はなく 治療についてはⅠ群 例中

例 Ⅱ群 例中 例においてステロイド剤に加え免疫抑

制剤を服用しており 両群間の免疫抑制剤併用例の頻度に

有意差はなかった。両群とも負荷食塩 日 を指導し

出産群では妊娠中 週間ごとに 時間蓄尿を行い外来に

て指導した。腎機能低下例には蛋白制限( ～ / )を

指導した。妊娠中のステロイド剤投与量は 妊娠成立前の

時点と同量を継続し 出産後は 例を除きステロイドの増

量を行った。経過観察期間はⅠ群 ± カ月 Ⅱ群

± カ月で有意差はなかった( )。

方 法

腎機能の評価としては 主に - 値および - 値の

逆数(以下 / )を用いた。当院では - 測定法が

年 月 日より従来の 法から酵素法に変更され

ており 同 月 日以降の - については 法への

簡易換算(酵素法 値小数点 桁以下切り捨て＋ )を

行った。

診断には 年アメリカリウマチ学会改訂診断基準を

用い そのうち 項目以上を満たす症例を とした 。

また 活動性評価の指標としては 厚生省研究班の

活動性判定基準に基づいて判断した 。腎生検は

～ の - 針を用い 経静脈的腎盂造影下または

超音波下にて経皮的に行った。検体は 分割し光学顕微

鏡 蛍光抗体法 電子顕微鏡による観察を行い 糸球体病

変を 年改訂 分類に従って分類し 光顕標本

より活動性/慢性指数を算出した 。

成績はすべて平均値±標準偏差で表し -

の 検定および χ二乗検定を行った。両群の腎機能の

変化については - 生存曲線を用いて統計的に

比較した。すべて危険率 以下を有意とした。

結 果

患者臨床像( )

Ⅰ群の患者の臨床像を に示す。経過観察開始

時 補体価が正常値を示すものもあるが 症例 は

の所見なく膜性腎症によるネフローゼ症候群として治療

その後ステロイドを自己中止し 全身症状と血清学的異常

が出現した症例で 症例 はすでに他院でステ

ロイド治療を受けた後来院した症例である。

妊娠成立後に発症した症例 を除き Ⅰ群の症例は妊娠

前には臨床症状 血清学的所見ともに は非活動性で

あった。蛋白尿に関しては 妊娠前の経過中にネフローゼ

症候群を呈していた 例のうち 症例 は不完全寛解Ⅰ

型 症例 と は完全寛解していたが 症例 は 以

上の蛋白尿が持続し不完全寛解Ⅱ型であった。経過中非ネ

フローゼ域の蛋白尿を示した残りの 例のうち 症例 以

外はすべて妊娠前の蛋白尿は消失していた。

発症から妊娠成立までの期間は妊娠中発症した症例 を

除いて ～ カ月 平均 ± カ月であった。症例

は抗リン脂質抗体陽性 症例 は抗 - 抗体

陽性であった。

腎生検結果

に両群のループス腎炎の腎生検時の 分類

と それぞれの活動性/慢性指数を示す。

Ⅰ群 例の初回腎生検分類は Ⅱ型 例( ) Ⅳ型

例( ) Ⅴ型 例( ) 分類不能 例( )であった。

この分類不能例は症例 で 初回腎生検検体は光顕用検体

370 ループス腎炎と妊娠

（ )

GroupⅠ

(n＝11)

GroupⅡ

(n＝28)

At the beginning of follow-up
 

Age（year) 26.7±5.0 30.5±8.4 ns
 

S-Cr（mg/d) 0.86±0.27 1.05±0.52 ns
 

Proteinuria（g/day) 2.42±3.05 3.37±4.08 ns
 

Nephrotic syndrome 5/11 14/28 ns
 

Hypertension 2/11 6/28 ns
 

Use of immunosuppressant 5/11 19/28 ns
 

Follow-up period（month) 144.8±65.2 98.7±68.0 ns
 

mean±SD,ns：not significant



のみ それも糸球体がわずか 個しか含まれていない小片

で 中等度のメサンギウム増殖性腎炎像を示し 主にメサ

ンギウム領域の沈着物と上皮下にもわずかな沈着物を認

め 分類および の算定は困難であり

には 回目(出産後)の生検を評価したものを用いた。ま

た 初回生検はⅣ型であった症例 についても 生検は

他院で行われたため 活動性の高いびまん性増殖性ループ

ス腎炎であるという以外の情報は得られず 出産後に当院

で施行した 回目の腎生検所見より記載した。

Ⅱ群はすべて初回生検時で Ⅱ型 例( ) Ⅲ型 例

( ) Ⅳ型 例( ) Ⅴ型 例( )であった。

に示されるように Ⅰ群でⅤ型が多くⅡ群でⅣ型

が多い傾向にあった。また 活動性の高いものがⅡ群に多

くみられた。後に腎死となった症例はすべて Ⅲ型

またはⅣ型であった。死亡例は全体で 例あり すべてⅡ

群で(感染症 例 中枢神経ループス 例) 組織型はⅣ型

例 Ⅴ型 例であった。

妊娠中の疾患活動性

妊娠中発症した症例 を除き 妊娠中の抗核抗体 抗

抗体価は変化せず 補体価はほとんどの例で妊娠早

期より増加し妊娠中は妊娠前値に比べて高値を持続した。

腎以外にみられた臨床症状としては 妊娠発症の症例 を

除くと 軽度の関節症状が出現したが短期間で自然消失し

た 例のみ(症例 )で ステロイドの増量を必要とするよ

うな再燃をきたした例はなかった。

蛋白尿に関しては 症例 は妊娠前から ～ /日で持

続していた蛋白尿が妊娠中も持続したが大きな変化はな

く その他の症例も蛋白尿の増加を認めた例はなかった。

妊娠の結果

Ⅰ群 例 回の妊娠の結果は 平均在胎週数 ±

週で 早産が 例(症例 ) 未満の低出

生体重児が 例(症例 )であり

児の体重は小さい傾向にあった。しかし 出生時外表奇形

のあった児はなく 心奇形 心電図異常などをはじめとす

る異常も認めなかった。また その後の発育において特に

問題となる例はなかった。症例 では 生児を得たものの

極小未熟児であり 周産期死亡となった。症例 のみに新

生児ループスを認めた。

腎機能の推移

観察開始時と終了時における両群の / を 2に示

す。観察開始時のⅠ群の / は ± Ⅱ群は

± 観察終了時のⅠ群の / は ± Ⅱ群は

± であり両群間に有意差はなかった。腎機能の推
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移を / の時間プロットの勾配(Δ/ / / /月)で表

すと Ⅰ群の勾配の平均値は － ± /

/月であり Ⅱ群は ± / /月で 両

群間で統計学的に有意な差はみられなかったが 平均値は

Ⅰ群でわずかなマイナス勾配 Ⅱ群でわずかなプラス勾配

となった。Ⅰ群の最短観察期間が カ月であり 観察期

間の長い症例が多いことを考慮し Ⅱ群のうち観察期間が

年未満である 例と 年以上である 例を分けて評価

してみると 年未満の例の / ・時間プロットの勾配は

平均 ± / /月とプラス勾配 年以上

経過例では － ± / /月とマイナス勾

配となり 年未満と 年以上で ＜ の有意差を認め

た。

Ⅰ群の / の変化を妊娠を中心として に示し

た。 / は 妊娠中に発症した症例 を除き 妊娠中に

一時的な上昇を示し 多くは出産後に妊娠前とほぼ同レベ

ルに戻り その後順調に経過した。しかし 症例 のみは

長期経過後に腎死に至った。

症例 の妊娠前後の経過を に示す。症例 は

歳時会社検診で蛋白尿を指摘され某院にて カ月入院治療

を行ったが改善せず 歳時に当院を紹介受診した。観

察開始時 日尿蛋白 ～ でネフローゼ症候群を呈し

抗核抗体陽性 抗 抗体陽性 細胞陽性であった

が 補体価は が軽度低下していたのみであった。初回

腎生検像は先に述べたような所見であり ループス腎炎を

強く疑わせたが 病型診断には至らなかった。プレドニゾ

ロン /日 シクロホスファミド /日にて治療

を開始し速やかに疾患活動性は消失した。しかし 不完全

/
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寛解に至り退院後も 日 ～ (スポット尿で ～

/ )以上の蛋白尿が持続していた。免疫抑制剤は

年後に中止し ステロイド /日維持量として カ月

後に妊娠した。妊娠前 カ月から直前の / は ～

で 約 年半前の初診時 ～ に比べ低下傾向に

あった。妊娠中の蛋白尿は 日 ～ で増加は明らかで

はなかった。 / は妊娠中わずかな増加を示し(しばしば

)分娩後妊娠前値( ～ )に戻った。しかし 分娩

後蛋白尿は ～ に増加し / は分娩後 カ月頃より

～ と再び低下傾向となった。 / は出産 年後

年後 年後 年後 年後 と

わずかずつ低下し 年後に透析導入となった。当院で

の観察開始時から妊娠成立時までの / の時間プロット

の勾配は－ / / /月であり 分娩 週後から観

察終了時までの / ・時間プロットの勾配は － /

/ /月で大きな差はなかった。妊娠後期に /

の軽症高血圧を短期間認めた。 に示すように

は妊娠前値に比べて妊娠中は増加傾向を示し 分娩

後緩やかに妊娠前値に戻る傾向となった。 も妊娠前

～ / であったのが妊娠経過中は ～ / 程度

に増加しており と同様な動きを示した。抗核抗体

は妊娠中分娩後併せて陰性であり 抗 抗体価も妊娠

中が 前後( ～ / ) 分娩後も同様( ～ /

)に陰性で 分娩後の上昇はみられず 再燃はなかっ

た。
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予 後

最終経過観察までに腎死に至ったのはⅠ群 例中 例

( ) Ⅱ群 例中 例( )であり χ二乗検定で有意

差はなかった。

両群の経過観察開始時から観察終了時までの腎生存率を

- 生存曲線で示した( )。両群の腎生存率

は - で有意差を認めなかった。

考 察

年 ら 年 ら により

妊娠成立時に疾患活動性の消失しているループス腎炎患者

では 妊娠 出産に際し再燃が少ないと報告された。その

後 比較対照検討が数多く報告されており 妊娠中 出産

後の再燃率は 非妊娠時または非妊娠群に比して高いとの

報告 もある一方で 変わらないという報告もある 。

本検討では 出産群において妊娠中および分娩後 年以

内の再燃はみられなかった。これは出産した 例のうち

妊娠中に発症した 例を除いたすべての症例が 妊娠成立

時 血清学的に非活動性であり そのほとんどが活動性が

消失してから少なくとも カ月以上経過してからの妊娠で

あったためと考えられる。また 再燃のなかった第二の理

由として 疾患活動性がないにもかかわらず分娩後ほぼ全

例にステロイドを増量したことがあげられる。分娩後のス

テロイド増量の意義については一定のガイドラインがなく

議論がなされているが ら らは分娩

産褥期の再燃を防止するために分娩後 ～ 日間ステロイ

ドを増量することで産褥期の再燃を減少できたと報告して

いる 。本検討における出産群の症例の多くはプレドニ

ゾロンを /日に増量 週間投与後 ゆっくりと漸

減した。また 初発時の重症度や出産後の腎生検組織像の

活動性を考慮し より積極的な治療を行った例もあった。

疾患活動性の消失した安定した状態での妊娠および分娩後

の予防的ステロイド増量により 妊娠 出産に関連した再

燃がなかったことがその後の腎機能の長期予後にも影響を

及ぼしたと思われた。

本検討では出産群 対照群間で腎症の長期予後に有意差

は認めなかった。腎機能評価の指標として - の逆数を

用いたが これは 同一被検者では 日尿 排泄量が比

較的一定であることから の血清濃度の逆数の変化は

クレアチニンクリアランス(以下 )の変化を反映する

と考えられ また - 逆数・時間プロットの勾配は慢性

腎不全の腎機能低下の進行を直線的に示すと考えられてい

ることによる 。この / に関しては患者の筋肉量の変

化が問題となるが 妊娠中の体重増加は 以上が体液

増加によるものであるため 腎機能変化の目安とするこ

とが可能であると考えた。出産群の約 /の症例で経時的

に を測定しており / の変化と同様の変化を示し

た。しかし すべての症例に外来で 測定を施行でき

なかったため 両群の腎機能変化の指標として / およ

び / ・時間プロットの勾配を用いた。両群の観察開始前

後の / の勾配に有意な差はなかったものの 年余にわ

たる長期観察が多い出産群でごくわずかなマイナス勾配

対照群ではわずかながらプラス勾配であったため 対照群

で 経過観察期間が 年未満と短い例と 年以上の長い

例を分けて評価してみたところ 短期観察群ではプラス勾

配 長期観察群ではマイナス勾配となっており 短期間で

は初期治療により腎機能が改善するものが多く その後年

月を経て 次第に低下傾向を示す例が増えてくると考えら

れた。

一般にループス腎炎の 分類Ⅴ型では腎機能の低

下する症例が少ないことが知られており 観察開始時の腎

生検で出産群にⅤ型が多かったことが出産群の腎症の長期

予後が悪くなかった一因であると考えられる 。また こ

れに対し対照群では Ⅲ型 Ⅳ型が多く 組織学的

に活動性の高いものが多かった。これは 妊娠 出産に関

する検討では厳密な対照をおいた前向き検討は不可能であ

り 臨床的に安定した症例が妊娠するため 結果的にこの

ような差がでたものと考えられた。したがって 両群の長

期予後の比較にはこれらの両群間の組織病変の違いも念頭

に置かなくてはならない。

そこで 出産群の症例を組織型によって検討してみると
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以下のように考えられた。まず Ⅱ型であった症例

とⅤ型であった症例 の併せて 例の

腎機能の変化を検討すると ほぼ前例で 妊娠中には妊娠

前と比べて / が増加し 分娩後は妊娠前値に戻るとい

う正常妊婦と同様の変化を示し その後順調に経過した。

症例 はネフローゼ症候群であったが 症例 は不完

全寛解Ⅰ型 症例 は完全寛解の状態で妊娠した。症例

は経過中非ネフローゼ域の蛋白尿を呈し

たが 症例 を除いて妊娠前に蛋白尿は消失している状態

であった。症例 では 妊娠中の蛋白尿はむしろ減少し

分娩後には消失した。症例 と は 妊娠後期に ～ 回

/日程度の蛋白尿が出現したが持続せず 他の例と同

様に順調に経過し 分娩後も蛋白尿を認めなかった。症例

は数年後に渡米して第 子を無事出産した。その他の症

例で妊娠中 出産後で蛋白尿の出現を認めたものはなかっ

た。また血圧は経過中正常であった。以上より これらの

症例において 妊娠 出産は短期的にも長期的にも母体の

ループス腎炎に悪影響を及ぼしていないと考える。

次に腎生検にて Ⅲ型またはⅣ型の

の 症例につき妊娠の影響について検討してみる。まず

妊娠前の生検にて Ⅳ型であった 症例(症例 )

のうち 症例 は 日約 の蛋白尿で発症し 活動性病

変を伴う腎組織像であったが 正常血圧であり プレドニ

ゾロンとミゾリビンの併用療法を行い活動性は消失 蛋白

尿も消失した。寛解から 年後 ステロイドが維持量に

なってから カ月後に妊娠した。妊娠直前の / は

妊娠中 / は から に増加し 補体価もや

や上昇 蛋白尿 高血圧はなく 週で の男児を正

常分娩 その後 / は ～ で腎機能の低下はみら

れず順調に経過した。 年後に再燃したが治療により再び

寛解し 第 子を希望している。本例でも妊娠 出産が短

期的および長期的予後に悪影響を及ぼさなかったと考えら

れた。症例 はネフローゼ症候群で寛解再燃を繰り返し

最も悪い時期で /分と低下し 高血圧を認めた

が ステロイドと免疫抑制剤による様々な治療の後

/分まで回復 血圧は正常化 不完全寛解Ⅰ型の状態

で維持量になってから カ月で妊娠した。妊娠前の /

は 妊娠中は妊娠前期から中期半ばまでは とわず

かな / の増加を認めたものの 後半は妊娠前と同程度

もしくはやや低下を示した。しかし 妊娠中蛋白尿は出現

せず 血圧上昇もみられず の再燃はなく 週で

の女児を娩出した。出産後 / は と軽度低

下したが その後 カ月以内では ～ であり

年経過後も ～ で腎機能は変わらず現在まで経過し

ている。以上より 症例 も 妊娠 出産は短期的には

腎機能に関して軽度の悪影響があったかもしれないが 長

期的には明らかな悪影響はなかったと考えた。両症例とも

は非活動期にあり蛋白尿が消失した状態で ステロ

イドが維持量投与となって カ月以上経過してから妊娠

しており これらが予後に関係したと思われる。

最も問題になるのは腎死に至った症例 である。

に示したように 年当院でループス腎炎によるネフ

ローゼ症候群としてステロイド剤と免疫抑制剤の治療を開

始後 血清学的には疾患活動性が消失していたが 日

～ の蛋白尿が持続 不完全寛解Ⅱ型しか得られないま

まに妊娠した。 / の値は 初診時と約 年後の妊娠

前とを比べると すでに低下傾向にある。妊娠中も蛋白尿

は持続し / の妊娠中の増加もわずかであった。出産

後しだいに尿蛋白が増加したこと 分娩後ミニパルス療法

を含む治療を行いながら カ月後頃より腎機能の悪化が始

まっていることから 疾患活動性の変化はないが 妊娠

分娩が長期予後にも悪影響を及ぼした可能性がある。しか

し 初診時から妊娠までと分娩から観察終了時までの /

・時間プロットの勾配を比べてみても 特に分娩後に大

きく加速されたという結果は得られなかった。この症例は

妊娠前の腎生検検体が不十分であり 妊娠前の情報が不足

していた。 らは 妊娠前に行われた生検の組織

像は腎症の予後の予測を可能にするものではなく 再生検

にて組織型の変化が見られることが多いと報告してい

る 。本症例に分娩後直ちに施行した 回目の腎生検は

Ⅲ型で 個の糸球体のうち 個が全節性硬化を

示し 残りの糸球体には軽度のメサンギウム細胞の増殖と

基質の増加を認めた。沈着物は多くはメサンギウム領域に

みられ 内皮下 上皮下に局所的にみられる糸球体もあっ

た。 個のみに巣状壊死および細胞性半月体を伴った。こ

の活動性病変が妊娠前にはなかったのかどうか興味あると

ころだが不明である。妊娠中を含めてその後も血清学的

自他覚的に の再燃は見られず血圧は良好にコント

ロールされていた。分娩後の腎組織像で硬化糸球体が約

割を占めたことから 妊娠前より慢性病変が進んでいた可

能性があり また 高度の持続する蛋白尿自体が腎機能低

下を進行させるともいわれていることから 本例がネフ

ローゼ症候群の治療において不完全寛解しか得られなかっ

たことも一因と考えられる。

出産群のうち 妊娠中に発症した症例 は分娩直後に腎

生検を行い組織型は Ⅳ型であった。分娩後急性腎
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不全に至ったが集中治療にて軽快し 出産後17年を経て

も腎死には至らず順調に経過している。この例は妊娠発症

であるので 明らかに妊娠が に短期的には悪影響を

及ぼしたわけであるが 本例のループス腎炎の腎機能に関

する長期予後は悪くなかった。しかし 妊娠中に が

発症した場合母子ともに重篤な経過をたどることが多いと

いう報告があり このような症例に対しては特に厳重な

注意が必要であると考える。

以上に述べたように 本検討では 例の妊娠に対して

全例に腎生検を行っているが 腎症の長期予後を生検の組

織像からのみ推定することは困難と思われた。生検の時期

は症例ごとに異なり また 初回腎生検時から出産までの

期間が一定でない後ろ向き検討であるという点も考慮しな

くてはならないが 治療や経過によって組織型の変化が起

こるループス腎炎では 組織像に加えて発症後の臨床的経

過が重要であると考えられた。 らは 人のループ

ス腎炎患者に対し 妊娠早期に腎生検を施行し細胞性半月

体を伴う 症例が 年以内に末期腎不全に至ったと報告し

ている 。急激な臨床症状の変化など 必要に応じて妊娠

中の生検を行い 組織像によって腎症の予後をある程度予

測し治療に役立てることは可能と考える。

抗リン脂質抗体陽性者においては妊娠前の症状が安定し

ていても 妊娠予後の悪い例が多いことが知られてい

る 。症例 は ( )陽性 抗カルジ

オリピン抗体陽性であり 妊娠判明時点よりステロイドに

加え血漿交換療法と低用量アスピリン療法を行うも 妊娠

第 週で胎児仮死にて帝王切開施行 児は消化管穿孔に

て出生第 日に死亡している。この症例は 妊娠成立時血

清補体価が ～ 単位と低値であったが臨床的に の

活動性はなく 妊娠中の再燃 蛋白尿の増加なく経過し

た。分娩後 年を経ているが活動性はなく 現在も腎機能

は保たれている。以上より 母親のループス腎炎の長期予

後に対しては 妊娠 出産は悪影響を及ぼしていないと考

えた。 らも 陽性患者と陰性患者とを比較

し 陽性者の児の予後は明らかに悪い一方で 妊娠

分娩の母体側への影響は腎機能を含め両者において差がな

かったと報告している 。

正常血圧で腎機能低下をきたしていない原発慢性糸球体

腎炎症例では 妊娠による腎への悪影響はないことが以前

より報告されている 。わが国の厚生省特定疾患調査研

究班の提示した腎炎 ネフローゼ患者の妊娠・出産に関す

る指導指針では 慢性腎炎患者の安全な妊娠の目安とし

て 妊娠前のクレアチニンクリアランスが /分以上

であることが望ましいとされている 。今回の検討では

高度な腎病変を持つ症例も含まれていたが 出産群におい

て そのほとんどが疾患活動性が消失してから少なくとも

カ月以上経過してからの妊娠であり これが妊娠中の再

燃とそれに伴う腎症の悪化を少なくし また すべて

が /分以上で 妊娠成立時血圧が正常であったこと

が その後の長期予後で腎機能悪化例が 例のみであった

ことの要因と考える。近年 の生命予後は明らかに

改善しており 結婚 出産を含め比較的制限のない社会生

活を送ることのできる患者が増加してきている 。ループ

ス腎炎患者の長期予後についても改善がみられている 。

しかしその一方で 腎症があるだけで妊娠を避けるべきと

する報告もある 。これに対して らは 年以上

活動性のない 例の 患者の 回の計画妊娠(うち腎

症 例)において びまん性増殖性ループス腎炎であった

例のみ出産後に血清 が / 以上となる腎症の再

燃をきたした以外 腎死例なく予後良好であったと報告し

ている 。

まとめ

本検討では 疾患活動性が消失し 尿蛋白 /日以下の

ループス腎炎において出産が腎の長期予後に影響を及ぼさ

ないという結論を得た。妊娠可能年齢のループス腎炎患者

に対しては 疾患活動性をできるだけ鎮静化させ 腎病変

の組織学的な改善を目標に治療を行い 正常血圧であれ

ば /分以上 完全寛解または不完全寛解Ⅰ型

で 年以上疾患活動性が消失した状態で計画妊娠し 注意

深い管理下での妊娠継続は可能であり 児を得る可能性は

高く 腎症の長期予後に悪影響を及ぼさないと考える。

謝 辞

本研究にあたり 直接ご指導いただいた東邦大学医学部第 内科

学教室 永井洋子先生 ご校閲を賜りました東邦大学医学部第 内

科学教室 上嶋権兵衛教授に深謝いたします。また 貴重な症例を

ご提供いただいた東邦大学医学部腎臓科学教室長 長谷川昭教授

同水入苑生助教授 および同教室医局員の諸先生方に深謝いたしま

す。

なお 本論文の要旨は第 回日本腎臓学会総会( 年 月

横浜)で発表した。

文 献

376 ループス腎炎と妊娠



； ： -

； -

隅谷護人 と妊娠 日内会誌 ； ： -

武田佳彦 小野寺潤子 中林正雄 妊娠 の対応 日

内会誌 ； ： -

； ： -

-

； ： -

1982

； ： -

横張龍一 厚生省特定疾患自己免疫疾患調査研究班 昭和

年度研究業績 ； -

： ： -

； ： -

； ： -

； ：

-

； ： -

-

； ： -

-

； ： -

； ： -

：

； ： -

； ： ( )： -

：

： ： -

-

： ： -

； ： -

：

； ： -

；

： -

； ： -

； ： -

厚生省特定疾患進行性腎障害調査研究班 昭和 年度研

究業績 ； -

市川陽一 の死因と生命予後の推移 日本臨床免疫

学会誌 ； ： -

-

； ： -

Ⅱ：

-

； ： -

-

：

； ： -

377原 規子


